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《 論　　説 》
荷送人の危険物通知義務の法意
―台湾国立高雄海洋科技大学での学術講演録―
楠元純一郎
一　はじめに
　2016（平成28）年10月18日、「商法及び国際海上物品運送法の一部を改正す
る法律案」（以下、「改正法案」という）が第192回国会に提出され、その後、
審議未了によりいったん廃案となったが、いずれ同様の法案が再提出されるこ
とが予想されている。
　改正法案は、1899（明治32）年に制定された商法典のうち運送・海商に関す
る規定について、社会・経済情勢の変化への対応、荷主、運送人その他の運送
関係者間の合理的な利害の調整、海商法制に関する世界的な動向への対応等の
観点から、全面的に見直し、かつ、平仮名口語体化しようとするものであ
る（ 1 ）。
　本稿では、法制審議会商法（運送・海商関係）部会（以下、「法制審」とい
う）においてとくに活発に議論がなされた「荷送人の危険物に関する通知義
務」について、法制審の議論の状況を踏まえ、またそれに影響を与えたのでは
ないか（ 2 ）とされている NYK アルグス号事件判決（ 3 ）等を参照しつつ、わが国に
おける「荷送人の危険物通知義務」の法意について整理する。また、今回の講
演をきっかけとして、台湾における海商法・運送法の当該関係箇所についても
参照する。
　改正法案572条は、「荷送人は、運送品が引火性、爆発性その他の危険性を有
するものであるときは、その引渡しの前に、運送人に対し、その旨及び当該運
送品の品名、性質その他の当該運送品の安全な運送に必要な情報を通知しなけ
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（ 1 ）　手塚祥平「商法（運送・海商関係）等の改正に関する要綱」が企業実務に与える影響、商事法
務2089号35頁、商事法務2099号25頁、商事法務2116号57頁、山下友信「商法（運送・海商関係）
等の改正に関する要綱について」NBL1072号 4 頁、松井信憲「商法改正法案（運送・海商関）の
国会提出」NBL1089号、40頁、「商法（運送・海商法関係）改正をめぐる動向と展望」商事法務
2155号38頁。
　　　今回の改正の概要は、次のとおりである。
　　⑴ 運送契約についての総則的規律の創設では、現行商法は陸上運送と海上運送に分けて各別に当
事者の損害賠償責任等の私法ルールを定めているが、陸上運送に関する商法 2 編 8 章の規定を、
海上運送・航空運送や複合運送にも妥当させることとした。ただし、国際海上物品運送および
国際航空運送にはこの規律は及ばないとされた。
　　⑵ 荷送人に危険物についての通知義務が課せられ（改正法案572条）、荷送人は通知義務違反によ
り運送人に損害が生じた場合には、債務不履行による損害賠償責任を負うが、自己に帰責事由
がないことを主張立証したときは、その責任を負わないとするとされた（民法415条）。
　　⑶ 旅客運送人の責任に関して、旅客の生命・身体の侵害による運送人の損害賠償責任（運送の遅
延を主たる原因とするものを除く）を減免する特約は、原則として無効とするとされた（改正
法案591条）。
　　⑷ 運送品の全部滅失の場合にも、荷受人が運送人に損害賠償請求をすることができるようにし（改
正法案581条）、運送品の滅失等についての運送人の責任の消滅時効の制度を、 1 年の除斥期間
の制度に改めることとされた（改正法案585条）。
　　⑸ 定期傭船契約についての規定が新設され、実務上、内航海運においては日本海運集会所の標準
書式、外航海運においては New York Produce Exchange Form 等の英文標準書式において共通し
て採用されている基本的要素を抽出し、明文化された（改正法案704条以下）。
　　⑹ 国内海上運送人の堪航能力担保義務に違反したことによる責任につき、判例上無過失責任と解
されていた点を、過失責任に改めるものとされた（改正法案739条 1 項、756条 1 項）。
　　⑺ 船舶の衝突を原因とする不法行為損害賠償請求権（財産権侵害によるものに限る）は、不法行
為の時から 2 年の消滅時効に服するとされ（改正法案789条）、わが国も批准している条約に合
わせ、条約加盟国以外の船舶が関与する事故について 1 年の消滅時効を定めている現行商法の
不均衡を是正しようとするものである。
　　⑻ 海難により海洋を汚染する船舶の救助に従事した者が当該障害の防止または軽減のための措置
をとった者は、船舶所有者に対し、特別補償料の支払いを請求することができるものとされた
（改正法案805条 1 項）。
　　⑼ 船舶の運航に直接関与して生じた人の生命・身体の侵害による損害賠償請求権について、人命
尊重の観点から、最優先の順位の船舶先取特権を認めるものとされた（改正法案842条 1 号）。
（ 2 ）　平泉貴志「危険物の海上運送―NYK アルグス号事件判決を参考として―」海事法研究会誌235
号、2017年、35頁。
（ 3 ）　対荷送人訴訟については、東京地判平22・ 7 ・27判時2181号44頁、東京高判平25・ 2 ・28判時
2181号 3 頁、最決平27・12・22、対製造者訴訟については、東京地判平25・ 5 ・27判時2211号58
頁、東京高判平26・10・29判時2239号23頁、最決平27・12・22。
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ればならない」と規定した。
　この通知義務違反により運送人に損害が生じた場合、荷送人は債務不履行に
よる損害賠償責任を負うが、自己に帰責事由がないことを立証したときは、そ
の責任を負わないこととなり（民415条）、同法案572条には、過失責任主義が
採用された。
二　荷送人の危険物通知義務の法意
1 　危険物
　国際海上物品運送法および今回の改正以前の商法は、危険物の意義について
はきわめて漠然とした規定をおいているにすぎず（国際海運11条、商740（ 4 ））、
しかもそれらの規定は、荷送人の危険物通知義務ではなく、海上運送人、船長
等による危険物の処分権に関するものである。
　他方、危険物の運送等を取り締まる行政法規には次のようなものがある。た
とえば、船舶安全法27条は、船舶の堪航性および人命の安全に関して条約
（1980年発効、2002年改正の SOLAS 条約）に別段の規定があるときはその規
定に従うこととし、同法28条に基づく「危険物船舶運送及び貯蔵規則」（「危険
則」）は、国連勧告またはこれと整合する IMDG コードに準拠して危険物を 9
種類に分類している（ 5 ）。SOLAS 条約によれば、容器に収納された危険物の運
送は、IMDG コードの規定に従わなければならないとされ、これは、危険物を
国連勧告に定められた危険性評価試験および判定基準により分類し、これを正
しく表示すべきことを定めるものである（ 6 ）。その他にも、港内における船舶交
通の安全および港内の整頓をはかるために港長が爆発物その他の危険物を積載
した船舶の取り締まりをする「港則法」、「消防法」、「毒物及び劇物取締法」、
「航空法施行規則」などあるが、いずれにせよ、各取締法令が規定する危険物
（ 4 ）　中元啓司「国際海上物品運送法11条の危険物の意義および通告」、戸田修三先生古稀記念図書
刊行委員会『現代企業法学の課題と展開』文眞堂、1998年、37頁。
（ 5 ）　平泉・前掲注 2 、46頁。
（ 6 ）　平泉・前掲。
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の範囲は必ずしも一致しないとされる。
　法制審でも何が危険物なのかが議論されており、その範囲が明確でなけれ
ば、荷送人の責任が無限定に広がることが懸念された。本改正法における通知
すべき危険物は、「引火性、爆発性その他の危険性を有するもの」とされてい
るが、「その他の危険性」も含めて、各行政法規において示された危険物につ
いて網羅的に参照しなければならないであろうが、危険な化学物質は常に新し
いものが発見されたり、または生み出されたりしていくことから、各行政法規
に示されるものに限定されるべきではなかろう。また、物質それ自体は危険で
はなくても、積付けの状態（組合せ、温度、湿気等）によっては危険な状態に
なることもありうることから、当事者には可能な限りの想像力が要求されるは
ずである。いずれにせよ危険物と判断されるためには、直接または間接に何ら
かの物理的危険が存在することが最低限の要件とされている（ 7 ）。
　危険物の範囲が無限定では荷送人にとって相当不利であるとの意見に対して
であるが、過失責任主義の採用により、荷送人が相当の注意を尽くし、帰責事
由がないことを立証できさえすれば、責任は遮断されうるので問題はなかろ
う。
　アルグス号事件対荷送人訴訟控訴審判決（東京高判平成25・ 2 ・28判時2181
号 3 頁）において裁判所が、荷送人は「当該物質が危険則上の可燃性物質類に
該当するか否か、可燃性物質類であればどの分類に属するかを適切に分類、判
定すべき義務（以下、「危険物分類義務」という。）を負い、その分類、判定
は、当該物質の具体的科学名が前記別表に掲げられておらず同表の記載のみか
らは可燃性物質の有無が明らかでない場合には、危険性評価試験の結果に基づ
いてこれを行なわなければならない」と判示したことを参考にすれば、危険物
とは、場合によっては、荷送人が IMDG コード等を通じてそれを分類判定し、
不明の場合には危険性評価試験まで行なう必要があるものということができる
（ 7 ）　長田旬平「危険品の船積に関する荷送人の責任（近年の動向）」海事法研究会誌221号、2013年、
15頁。
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であろう。
2 　荷送人の危険物通知義務のねらい
　国際海上物品運送法には、荷送人の危険物通知義務について明文の規定はな
いが、今回の「改正法案」以前から、公法上、危険物船舶運送および貯蔵規則
17条によれば、荷送人は、船舶所有者等に対し、危険物を識別する国連番号や
品名等を記載した危険物明細書を提出する義務を負うと定めていたことから、
運送契約上、荷送人には危険物通知義務があるものと解されており（ 8 ）、その場
合の法的根拠は信義則であった（ 9 ）。今回の「改正法案」によりそれが明文化さ
れた。
　なお、判例上は、運送人は、運送品が危険物であることを知っているとき
は、当該危険物の危険性の内容、程度及び運搬、保管方法等の取扱い上の注意
事項を調査し、適切な積付け等を実施して、事故の発生を未然に防止すべき注
意義務を負うとするものがあった（最判平 5 ・ 3 ・25民集47・ 4 ・3079）。
　運送契約上の義務として荷送人の危険物通知義務を規定した意義は、法制審
第 9 回会議（2015（平成27）年 1 月14日開催）の藤田幹事の発言によれば、現
行法上、危険物についての責任は、過失等は原告側立証による不法行為でも訴
えることができるが、危険物通知義務を契約上の義務として課すことにより、
無過失の立証責任を荷送人が負うということになることから、不法行為より責
任が強化されたことにある。
　さらに、法制審第16回会議（2015（平成27）年11月11日開催）における山下
関係官の発言のとおり、「通知義務に違反した荷送人の損害賠償責任に関し
て、現行法の下では、運送人は信義則上の通知義務の発生に関して、運送品が
危険物であることと、その義務違反に関して予見可能性を前提とした結果回避
（ 8 ）　中元・前掲注 7 、41頁、平泉・前掲注 2 、41頁。
（ 9 ）　法務省民事局参事官室「商法（運送・海商関係）等の改正に関する中間試案の補足説明」（平
成27年 3 月）、商事法務編『商法（運送・海商関係）等の改正に関する中間試案』別冊 NBL152号、
商事法務、2015年、43頁。
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義務に該当する事実の主張立証責任を負うと解され」るところ、危険物通知義
務の規定の下では、「運送人は客観的に運送品が危険物であることと、荷送人
から通知がないことにより損害が発生したことを主張立証すれば足り」（運送
人にとって荷送人の主観的要素の主張立証が不要）、「現行法よりも運送人の被
害の救済に資する」ことにある。
3 　危険物についての通知の時期
　法制審第14回会議（2015（平成27）年 9 月 9 日開催）において、道垣内委員
から、危険物について通知すべき時期として「引渡しの前に」と書かれている
のは理論的にはどのような位置付けになっているのかについて問題提起がなさ
れた。
　これに対し、山下関係官からは、「運送人は荷物の引渡し前に通知を受ける
ことで、この危険物についてはこのように運ぶことで安全に運べるなというこ
とを認識できる」とされた。
　道垣内委員から、「引渡し後であっても、危険物であることが分かれば申し
出なければならないはずであって、引渡しまでの段階では分からなかったけれ
ども、引渡し後に分かったということならば、運送人が適切な措置が講じられ
るようにするという運送契約上の債務の不履行が荷送人にあり、かつ、帰責事
由があるわけであって、「引渡し前に」というのがどういう意味を持つのかが
よく分からないとされた。
　これに対し、藤田幹事からは、「基本的に運送人が既に物を引渡し、自分が
占有するに至っている段階で、危険な状態、危険物であることを知らないでそ
れを持っているという状態がないようにするというのが基本的にこの通知の趣
旨なので、だから引渡し前に必ず渡してください、調べる間がなかったら調べ
てから渡してという、基本的にはそういう発想に立った条文であって、それと
因果関係がある損害は、過失はちょっと置いておきますけれども、賠償の対象
だという作りです。その後に分かった場合どうするかという話は、実はここ
で、そこの義務について、知っていた場合を除くとか、そういう条文を入れる
36
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とまた別なのですが、知っていた場合、つまり事故の起こった段階で運送品が
危険な性質だと知っていた場合というのは、この条文の義務とは一応別に考え
て、ただし、その場合に運送人が知っていたような場合は過失相殺なり因果関
係なりで責任は否定され得るということですので、当然、自分はうっかり引渡
し前に通知を忘れたけれども、危険物を通知し忘れたと思えば、責任を負いた
くなければ、直ちに通知することでインセンティブは荷送人がなくなるわけで
はありませんし、また、それをしなければ、その通知時点、その引渡し時点で
しなかった債務不履行の状態が残ったままで、治癒ももちろんありませんし、
因果関係がないとかいった、そういった抗弁も立ちませんので、当然責任を負
うことになるということで、一応このシステムとしては合理的に作られている
ように思います。そのことと、過失責任をとったから問題だということは、や
はりそれは別に矛盾するわけではなくて、全てその事後の情報の扱い、事後に
運送人が知った、あるいは知る機会がなかったうんぬんというのは、責任を、
別の理由で、例えば因果関係なり過失相殺の中で阻却する段階で適切に考慮さ
れるものだと思っております」とされた。
　以上の議論から察するに、危険物についての通知は、引渡前にしなければな
らないが、引渡後に荷送人が危険物について知った場合にも、直ちに通知すべ
きことには変わりがなく、過失相殺や相当因果関係により責任が軽減、免除さ
れる余地も残されていることから、そのようにするインセンティブも荷送人に
はあるということであろう。
4 　危険物通知義務と運送人の悪意（主観）
　海上運送人、船長等の危険物の処分権について定める国際海上物品運送法11
条は、 2 項において運送人の荷送人に対する損害賠償請求権について定めてい
るが、運送人が危険物であることについて悪意である場合、荷送人に対して損
害賠償請求権を有しないと解されている（10）。
（10）　平泉・前掲注 2 、41頁。
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　これに関して、マーゴ号判決（最判平成 5 ・ 3 ・25民集47・ 4 ・3079）も、
「海上物品運送業者は、危険物であることを知りながら、これを運送する場合
には、船舶及び積荷等の安全を確保するため、当該危険物の危険性の内容、程
度及び運搬、保管方法等の取扱い上の注意事項を調査し、適切な積付け等を実
施して、事故の発生を未然に防止すべき注意義務を負っている。したがって、
右の場合において、海上物品運送業者が通常尽くすべき調査により、当該危険
物の危険性の内容、程度及び取扱上の注意事項を知り得るときは、当該危険物
の製造業者及び販売業者は、海上物品運送業者に対し、右の事項を告知する義
務を負わないものというべきである」と判示している。
　法制審第 2 回会議（2014（平成26）年 5 月28日開催）では、このマーゴ号判
決等を踏まえて、運送人が危険物であることを知りまたは知ることができる場
合についてまで、商法上、荷送人が当該事項の通知義務を負わせるべきではな
いのではないかということが検討されたが、松井委員から、少なくとも通知義
務というレベルにおいては、運送人の方に通知すべきであり、社会経済的に
も、危険物による事故を減らすというのが一番大事なポイントであるとされ、
野村（修）委員からも、通知義務については一律にまず課した上で、具体的な
事例ごとに調整をするのが法律論として望ましいとされた。
　法制審第 6 回会議（2014（平成26）年10月 8 日開催）では、高橋関係官か
ら、運送人の主観によって通知義務の有無を分けるのではなく、通知義務は一
律に課した上で、これに違反した場合の損害賠償債務について相当因果関係や
過失相殺の判断によって柔軟な解決を図るべきであることが確認された。
　中間試案（「商法（運送・海商関係）等の改正に関する中間試案」（平成27年
3 月11日決定））では、運送人の主観的事情にかかわらず荷送人に通知義務を
課すこととされ、それは改正法案まで維持された。
　運送人が悪意の場合、荷送人に通知義務がない旨規定すれば、荷送人にとっ
て通知すべきか、しなくてもよいか明確に分からない場合があり、そのことが
通知義務の励行に緩みを生じさせることもあろうし、また、荷送人に通知義務
違反があったとしても運送人が悪意であったというだけで荷送人が免責される
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となると、責任の公正な分配上、問題があるので、やはり、運送人の主観に関
わらず一律に荷送人に通知義務を課すこととしたことは賢明であったと思われ
る。
5 　通知義務違反と過失推定責任
　中間試案の補足説明（平成27年 3 月 法務省民事局参事官室）によれば、現
代社会において運送の安全性につき最大限の配慮がされるべきであり、危険物
の運送を委託する荷送人は、通知義務に違反したときは、運送人に生じた損害
を賠償する責任を負うことを原則とすることに異論はなかったとされるが、通
知義務違反の責任を過失責任とすべきか無過失責任とすべきかについては、業
界の立場によって意見が鋭く対立した。荷送人の側からは負担が過大であると
して過失責任が主張され、安全な運送の観点を強調する運送人からは、厳格責
任である無過失責任が主張された。結局、審議においては、社会全体にとって
どちらが適切であるかが問われたのである。
　法制審第 2 回会議（2014（平成26）年 5 月28日開催）では、荷主との間で元
請運送契約を締結した運送人（利用運送人）が、運送という事実行為を行う運
送人（実運送人）と下請運送契約を締結したときは、利用運送人は、実運送人
との関係では荷送人の立場に立つが、封印されたコンテナに積載された危険物
については、その内容を確認することができず、元請運送契約において危険物
に関する情報の通知を受けていない限り、実運送人に対して当該危険物に関す
る情報を通知することが困難であり、このような利用運送人が無過失責任を負
うことについての不利益が指摘された。すなわち、中間試案の補足説明によれ
ば、「封印されたコンテナの運送を引き受けた者が実際の運送を自らが荷送人
として下請運送人に委託する事案や、運送品の危険性につき十分な知識を有し
ない消費者が運送を委託する事案等では、具体的な事情により、危険物に関す
る情報を運送人に通知しなかったことにつき過失がないと評価されることもあ
り得る」からである。
　また、中間試案補足説明によれば、部会では、「危険物の範囲が曖昧であ
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り、そのような義務違反により荷送人が無過失責任を負うのは酷であること、
荷主側には船主責任制限制度のような規律は存在せず、荷主の責任と運送人の
責任との均衡を失すること、物品運送についての総則的規律としては、危険物
に関する専門的知識を有しない消費者等が荷送人となることも考慮すべきであ
る」、「危険物の荷送人が賠償責任保険を付することは現時点では一般的でな
く、保険実務上、危険性のリスク評価にも難しい面がある」、無過失責任を採
用すれば、「事故を発生させた運送品の荷主に対して、運送人は無過失責任を
追及することができるが、同一の船舶等に積載されて事故による損害を受けた
他の運送品の荷主は不法行為責任を追及するしかなく、両者の均衡を失する」
などの意見が出された。
　これに対し、現代社会における運送の安全性を強調して無過失責任とすべき
とする立場からは、中間試案補足説明によれば、「危険物の種類もその危険性
の度合いも多様となっており、荷送人の責任をより高い水準に設定することに
より、現に運送に従事する者の安全を確保する必要が高いこと、運送人が契約
の相手方でない危険物の製造業者の責任を追及するには相当の困難を伴うこ
と」などが指摘されている。
　法制審第 2 回会議（2014（平成26）年 5 月28日開催）において、入来院委員
から、特に外航船の場合は、不特定多数の大量の荷主を相手にするため、運送
人がどう証明するかという問題があるし、荷主ではなく製造者に対して求償す
ることになれば、直接コンタクトがない者に対する求償は運送人にとって酷で
あるとの意見も出されていた。
　中間試案補足説明によれば、「国際海上物品運送法第11条第 2 項は、1979年
議定書による改正後の1924年船荷証券統一条約（以下「ヘーグ・ヴィスビー・
ルールズ」という。）第 4 条第 6 項を背景として、「前項の規定〔危険物の処
分〕は、運送人の荷送人に対する損害賠償の請求を妨げない。」と定めてい
る。同法の制定当時は、危険物の運送を委託するにつき荷送人に故意・過失が
あった場合に損害賠償責任があるのは当然であるなどと、過失責任としての説
明がされている。国際的に解釈は分かれているが、英米では、近時、厳格責任
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（無過失責任）と解されている」とされた。
　法制審第14回会議（2015（平成27）年 9 月 9 日開催）では、高橋関係官か
ら、仮に過失推定責任が採用された場合であっても、これは任意規定であり、
これと異なる内容を定める運送約款は、現在と同様に特約としての機能を果た
し、過失推定責任の枠組みにおいても、実務上は荷送人が無過失を認められる
には相当の立証を要することが指摘された。
　法制審第16回会議（2015（平成27）年11月11日開催）では、池山委員から、
少なくとも外航海運業界の事実認識としては、無過失責任というのがやはり世
界的な潮流であり、英国法がまず無過失責任であり、危険物に関する限りは、
危険物を保有、管理、利用する人に近い側が役割分担としてリスクをとっても
らうのが筋であるとの意見が出され、それに対し、山口委員から、今は日本法
の議論をしているわけであって、英国法がそう採っているから、それに従わな
ければならないという考え方は明らかに間違っており、日本は大陸法の国であ
るため、イギリス法の判例に従う必要など特にないこと、アメリカがやはり第
2 巡回区裁判所の判例で無過失責任を採ってはいるものの、判決のなされた
2002年では客観的には危険物であったことから、それで無過失責任をとったた
めに荷送人に責任が認められたが、これは後に危険物の指定が行われ、その効
果に遡及効を認めるような結果になり、荷送人にとって非常に酷な結果だった
こと、運送人については堪航能力担保義務についても過失責任ということに
なっており、日本において堪航能力担保義務を無過失責任から過失責任にしよ
うという方向性があるにもかかわらず、本件についてだけ無過失責任を荷主に
課すというのは、明らかにバランスを欠いた立法になるであろうとの反論がな
された。
　法制審第17回会議（2015（平成27）年12月 9 日開催）では、裁判実務上は、
危険物の荷送人が無過失とされるには相当の立証を要するものとされているこ
と等を踏まえ、運送人の被害の救済を現状よりも前に進めるという観点から、
過失推定責任を採用することが示された。
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6 　損害保険・運送賃の問題
　東洋大学商事法研究会（第 8 回）では、「商法（運送・海商関係）等の改正
に関する中間試案」（平成27年 3 月11日決定）に対する検討において、荷送人
に厳格な無過失責任を求めた場合、危険物に対して保険で対応するための経済
的コストの負担を期待できない者をどう扱うべきかについても問題が指摘され
ていた（11）。
　法制審商法部会第14回会議（2015（平成27）年 9 月 9 日開催）において、山
下関係官から、「仮に無過失責任…が採用され、標準運送約款でも、これと異
なる特約を設けない場合においては、…保険への加入が進むかどうかについて
は明らかではなく、特に消費者が荷送人となる場合については、そのような保
険制度の確立及びその加入に関し、相当な困難を伴うことが予想され」、「ま
た、利用運送事業者が無過失責任の危険を避けるため、運送契約の当事者では
なく、実荷主の媒介人などの立場を選択する場合には、現在の利用運送による
ボリューム・ディスカウントが得られず、運送賃相場が上昇することが見込ま
れるとのご指摘もある」とされた。
　以上のような議論からも、今回の改正が過失責任主義を採用した合理性が窺
える。
三　台湾法の状況
　台湾の海商法には、「船荷証券には、荷送人の書面通知により貨物の品名、
包若しくは個品の数、重量、包装の種類、数及び運送品の記号を記載しなけれ
ばならない」旨の規定（台湾海商法第54条第 1 項第 3 号）があり、「荷送人
は、運送人に対し、その通告が正確であることを担保する」（台湾海商法第55
条第 1 項）。
　また、「運送人は運送品の性質が船舶または船舶上の人の健康を害するおそ
れがあれば、そのような運送品の受取りを拒むことを要す。但し、海運または
（11）　東洋法学第59巻第 3 号、2016年、313頁。
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商慣習により許されるものはその限りではない。引火性、爆発性その他の危険
性を有する運送品で、運送人がその性質を知り、運送に同意し船積みをして
も、その運送物が船舶または積荷に危害を及ぼすおそれが生じたときは、陸揚
し、破壊し、または無害にすることができる。この場合、共同海損を除き、運
送人は責任を負わない」（台湾海商法第64条）。
　しかし、台湾海商法は、いわゆる荷送人の危険物通知義務について規定して
いない。台湾海商法 5 条によれば、海商事件に関し、この法律に定めがない事
項については外の（他の）法律の定めるところによるとされる。ここで「他の
法律」とは、多くの場合、台湾民法を意味する。
　台湾民法631条は、「運送品の性質により、人または財産に対し損害のおそれ
があるものについては、荷送人は契約を締結する前、その性質を運送人に告知
しなければならない。その告知を怠れば、それによって生じた損害について賠
償責任を負う」と規定している。これが、台湾における荷送人の危険物通知義
務の規定である。
　危険物の定義については、商港法、民用航空法などの行政法規に規定がある
が、私法である海商法および民法には規定がない。台湾民法631条は、「人また
は財産に対し損害を与えるおそれがある性質の運送品」と規定している。ここ
で、「告知の必要な運送品」には、引火性、爆発性、腐食性、毒性、伝染性、
放射性、その他の危険性を有し、人または財産に対し損害を与えるおそれがあ
る運送品が含まれると解されている。
　その危険物の告知期間は、契約締結時またはその前であるが、契約後、損害
発生前に、荷送人もその告知義務を負うと解されている。その告知の方法には
規定がないが、口頭または書面でもよいと解されている。荷送人が船積指図書
（S/O）を提出する時、その性質を船積指図書に記載しなければならず、その
「運送品の種類」にその性質を明確に説明しなければならないとされる。
　海運実務上は、適切な運送および船積のため、危険物の申告書にその性質を
申告しなければならない。現代の運送は複雑であり、運送品は包装され、コン
テナに搬入され封印されてから運送人に引き渡され、運送人がそれを開けて検
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査する機会はほとんどない。そこで、この申告は非常に重要である。
　告知内容には、運送品の性質だけではなく、特別な保管方法などの損害予防
措置も含まれるといわれる（12）。また、後述の判決により、その告知内容は、運
送品の名称から判別できるならば、その運送品名の告知だけでも足りる。
　この危険物告知義務に違反すれば、荷送人はこれによる損害賠償の責任を負
うが、この責任が過失責任か無過失責任かについては、学説上見解が分かれて
いる。
　無過失責任説によれば、運送品が危険物であることを運送人が知っているだ
けで十分であり、過失の有無は要件ではない。ただし、運送人が危険物である
ことを知っていたならば、荷送人が通知をしなくても、解釈上、それにより荷
送人の告知義務が免除され、荷送人は免責となる（13）。
　それに対して通説は過失責任説である。この説によれば、台湾民法631条の
「怠於告知者」は、故意もしくは過失により告知をしなかったか、または過失
により運送品が危険物であることを知らなかったために告知をしなかったとい
う意味である。そこで、荷送人が危険物告知義務違反責任は過失責任と解する
のである（14）。また、同条には、その過失を積極要件とはしないので、被害者が
損害賠償を請求する場合、荷送人の過失を立証する必要がなく、荷送人が免責
を主張する場合、自身の無過失を立証しなければならない（15）。つまり、これは
過失推定責任であることを意味する。
　過失責任説に立った場合でも、運送人が危険物であることを知っていた場
合、荷送人が告知をしなくても、荷送人は免責になるとされる。
　この過失責任説に対しては、台湾民法634条が運送人の運送責任を無過失責
任と規定しており、民法631条で、荷送人の責任を過失責任と解するのは公平
ではないとし、ドイツの規定を参照し、原則として無過失責任を採り、荷送人
（12）　黃立、林一山等『民法債編各論（下）』294頁、296頁。
（13）　邱聰智『新訂債法各論（中）』491頁。
（14）　鄭玉波『民法債編各論（下）』580頁。
（15）　鄭・前掲注14、580頁。
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が法人ではない場合に、過失責任とすべきとの批判がある（16）。
　ところで、台湾には危険物告知義務違反に関する判決はそれほど多くはない
が、整理すると以下のとおりである。
　（ 1 ）運送品の性質の告知義務には、その性質が人または財産を害するおそ
れがあることを要件とするもの。本件の運送品は、オーディオ機器であり、包
装されておらず、一見してその性質がわかり、危険物ではないとしたもの（臺
灣高雄地方法院103年度訴字第150號民事判決）。「MOTORBIKE」という告知が
あり、専門業者である原告（フォワーダー）が、運送品が危険物であるか否か
を判断するのは、難しくないとしたもの（臺灣彰化地方法院 96年度彰小字第
46號判決）、（臺灣高等法院92年度上易字第1260號民事判決も同趣旨、目視でき
るなら判断し易いとしたもの）、船荷証券に記載された貨物の品名から危険性
を調べることができるので、荷送人が告知義務違反とはならないというもの
（臺灣台北地方法院92年度海商字第 1 號民事判決）。
　（ 2 ）10バレル樹脂の一つが積卸しの際に破損したが、 9 バレルが運送され
たことが、その時にいた運送人のタリークラークにもよくわかり、その内容物
が危険物か否かを確認することができた。運送人が運送に同意すれば、事後に
不知と主張するのは無理であるとしたもの（臺灣嘉義地方法院 93年度簡上字
第38號民事判決）。
　（ 3 ）フォワーダーである被告が運送品が危険物であることを知らなかった
と主張した。裁判官は、被告が荷送人であり、運送品の性質を探査し、通知す
ることができたため、知らないことにより、この義務が免除されることはでき
ないとしたもの（臺灣台北地方法院93年度海商字第 9 號民事判決）。
　（ 4 ）ステンレススチールの洗浄剤は、「危險物及有害物通識規則」に規定さ
れている危険物である。水で希釈すると、危険性に若干影響する。荷送人は運
送品が危険物ではないと主張したが、人および財産を害するおそれがないこと
を立証できず、バレルに貼るタグにもその成分または警告文が記載されていな
（16）　黃立、林一山等・前掲注12、296頁。
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かったため、告知義務違反となるとしたもの（臺灣高等法院 94年度上字第497
號民事判決）。
　危険物の告知義務違反の責任について、無過失責任説を採るか過失責任説を
採るかは、運送人および荷送人のリスク配分の問題である。台湾海商法は現在
これについて改正作業中であるとされる（17）。
　たしかに、運送方式の発展および効率性の要請から、運送品は包装され、コ
ンテナに搬入され封印されてから運送人に引き渡されることが多く、運送人は
それを開けて検査する可能性が低い。その意味では、運送品の性質について最
もよくわかる者は荷送人といえるが、完全に無過失責任を採るべきかどうかに
ついては慎重に考えなければならないとされる（18）。
　また、危険物が複雑で、その運送量が増大したため、国際条約にも、例え
ば、ハンブルク・ルールおよびロッテルダム・ルールにも、危険物の運送に関
する特別規定がある。
　台湾海商法の改正には、告知義務の方法、危険物にマークする義務、予防措
置の告知義務、運送期間に運送人が危険性を知った場合の責任などについても
規定する必要もあるとされる（19）。
四　おわりに
　今回の改正法案により新たに規定された荷送人の危険物通知義務は、運送品
の危険の増大に伴う運送人の負担を軽減するために課されたものであり、運送
人は客観的に運送品が危険物であることと、荷送人から通知がないことにより
損害が発生したことを主張立証すれば足りることから、不法行為で訴えるより
も、運送人の被害の救済に資することとなるといえる。
　荷送人に一律に危険物通知義務を課すことについて、荷送人の立場に立つも
のの、運送品の製造者またはその売主でもないため、コンテナに封印された中
（17）　当講演当日の于惠蓉博士発言。
（18）　于・前掲。
（19）　于・前掲。
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身について必ずしも十分に検査確認することができないような利用運送人やそ
もそも危険物であるかどうかについて必ずしも専門知識を有しない消費者に対
してどのように配慮すべきかが立法の問題点であったが、これを過失推定責任
とすることにより、運送人側業界と荷送人側業界との間において意見が激しく
対立する中で最終的に妥協点を探り得た。
　これは、物流においては、製造業者・商社・フォーワーダー・消費者など
様々な関係者が危険物の荷送人となるところ、各自の帰責事由の有無に応じた
弾力的な判断ができるようにすべきであることなどの理由による（20）。これまで
も、国土交通省が定める標準約款では荷主に危険物の通知が求められてはいた
が、過失責任か無過失責任かはっきりしなかったところ、今回の改正法案によ
り、法律関係が明確化された（21）。
　この立法過程において不法行為に基づく損害賠償請求の事案ではあるもの
の、NYK アルグス号事件判決が、荷送人の危険物分類・表示義務について明
らかにし、荷送人の責任の厳格化に向けて、法制審の議論を後押ししたと思わ
れる。
　もっとも、この規定は国内陸海空における物品運送についての総則的規律で
あって任意法規であるがゆえ、約款等で厳格な無過失責任とすることは可能で
ある。
　いずれにせよ、荷送人にとっては以前と比べて煩雑にはなるが、社会的リス
ク分配の観点からは合理的な解決策であると評価できよう。危険物の処分費
用、船体の滅失・損傷、他の荷主の貨物損害等、発生し得る損害の総額が場合
によっては非常に高くなり得ることを踏まえ、リスクは、より予防措置をとる
のに適した立場にある荷送人に帰するのが基本的には妥当であるし、国際的な
潮流にも合致するからである（22）。
（20）　田中庸介・山下和哉「商法及び国際海上物品運送法の改正法案の国会提出」KAIUN、2017．4、
53頁。
（21）　日経新聞朝刊2016年 7 月25日、15頁。
（22）　増田史子「アルグス号事件判批」商事法務2045号138頁。
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　ところで、わが国の荷送人の危険物通知義務に相当する規定が台湾民法にあ
り、今回わが国が立法で採用した過失責任主義が台湾でも通説であることを確
認できた。ただし、日本の改正法案が運送人の主観と関わりなく一律に荷送人
に通知義務を課すこととしているのと異なり、台湾では、運送人が危険物であ
ることを知っていた場合には、荷送人には通知（告知）義務はなく、通知（告
知）をしなくても、荷送人は免責されるようである。
　わが国の「改正法案」でも、運送人が危険物について知っていた場合、過失
相殺または相当因果関係により、荷送人の責任を軽減、免除することは可能で
あるが、むしろ、わが国の規定ぶりの方が、より細かい責任の分配を可能と
し、荷送人の通知義務が運送人の主観に左右されない点でその明確化が図られ
たという意味でも意義深いように思われる。
〈後記〉
　本稿は去る2017年 9 月15日に、台湾国立高雄海洋科技大学で筆者が講演した
内容について一部加筆したものである。台湾国立高雄海洋科技大学の于惠蓉博
士には今回の講演に際し、本稿「三　台湾法の状況」に関して貴重な情報・ご
意見を賜った。ここに記して、謹んで感謝申し上げる。
 ―くすもと　じゅんいちろう・東洋大学法学部教授―
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